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Ⅰ 調査概要 

 

１．調査の目的 

土地に対する国民の意識は、所有にこだわらず目的に応じて賃貸を活用する

など、選択の幅が広がっている。このような中、契約の期間満了後確実に土地が

返還され、事業の初期投資コストが低い定期借地権は、土地の有効活用を促進す

る土地活用手法の一つである。地方公共団体等公的主体においても、定期借地権

により未利用土地を有効活用し、地域の活性化や都市再生に繋がるような取組

が多く見られる。 

このようなことから、定期借地権のより円滑な活用のための基礎資料として、

定期借地権の活用の状況を把握することが重要である。このため、公的主体にお

ける定期借地権の活用実態について、調査・整理するものである。 

 

２．調査の手法 

アンケート調査票を電子メールにて、都道府県及び市区町村へは都道府県経

由で送付し、都道府県及び政令市の住宅供給公社及び土地開発公社等は別途電

子メールを送付し、前記以外の市区町村の住宅供給公社等は各市町村経由で照

会する形で行い、回答された調査票について集計を行った。 

 

３．集計結果に対する留意点 

（１）調査対象時期 

令和 3 年 1 月 1 日から令和 3 年 12 月 31 日までに、当該土地において住宅の

販売又は入居者募集を開始し、或いは施設をオープンした事例を対象にしてい

る。 

 

（２）調査対象団体（公的主体） 

１） 地方公共団体（全国の都道府県、市（含特別区）町村） 

２） 地方住宅供給公社等（全国住宅供給公社等連合会の正会員及び準正会員） 

３） 土地開発公社（都道府県及び政令指定都市の管下のみ） 

４） 独立行政法人都市再生機構 

 

（３）調査対象事例 

調査対象事例となる活用事例とは、以下の事例である。 

１） 定期借地権を活用して公有地を民間事業者等に貸し付ける事例 

２） 定期借地権を活用して民有地等を公的主体が借地し、公的施設を整備す

る事例（PFI を含む） 
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（４）重複の排除 

   公的主体による住宅、施設等の新規供給実績については、公的主体が土地を所

有しつつ他の公的主体に貸し付けたもの（公有地を公社等に貸し付けた場合な

ど）は、同一事例について双方から、貸し付けた場合、借地した場合として回答

されるため、重複を排除し、このような回答については土地を貸し付けた公的主

体の供給実績として計上した。 

 

（５）販売単位 

供給された住宅の属性については、販売単位（同一の建売住宅又はマンション

等で同時に販売又は入居者募集がされた住宅群）毎に把握しているため、基本的

な属性分析は販売単位を用いて行い、必要な場合に限り戸数換算して行った。 

 

（６）プロジェクト 

施設の属性については、プロジェクトを単位として集計した。１プロジェクト

に複数の用途がある場合、主要なもの（床面積が最大の用途）をそのプロジェク

トの用途とした。 

なお、施設の供給数については用途別に実数を計上した。 

 

（７）地域別カテゴリー 

首都圏：茨城県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県 

中部圏：静岡県、愛知県、三重県、岐阜県 

近畿圏：滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県 

その他：その他の道県 
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４．調査票の配布回答状況 

アンケート調査は全国の公的主体 2,442団体に対して実施した。回答は 853団

体からあり、回答率は 35.0％であった。その内訳は次のとおりである。 

 

表 1 回答状況 

  
調査対象 

団体数 
回答団体数 回答率 

活用事例の 

あった団体数 

全体 2,442 854 35.0% 32 

地
方
公
共
団
体 

計 1,788 712 39.8% 28 

都道府県 47 44 93.6% 4 

市（含特別区） 815 369 45.3% 18 

町 743 251 33.8% 6 

村 183 48 26.2% 0 

公社等 654 142 21.7% 4 

 
 

表 2 「活用事例有」と回答した団体の地域別状況 

  合計 首都圏 中部圏 近畿圏 その他 

全体 
32 11 2 6 13 

100.0% 34.4% 6.3% 18.8% 40.6% 

地
方
公
共
団
体 

計 
28 10 2 5 11 

100.0% 35.7% 7.1% 17.9% 39.3% 

都道府県 
4 1 0 1 2 

100.0% 25.0% 0.0% 25.0% 50.0% 

市（含特別

区） 

18 9 2 4 3 

100.0% 50.0% 11.1% 22.2% 16.7% 

町 
6 0 0 0 6 

100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 

村 
0 0 0 0 0 

- - - - - 

公社等 
4 1 0 1 2 

100.0% 25.0% 0.0% 25.0% 50.0% 
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Ⅱ 調査結果のポイント 

 

１. 土地の貸付・借用状況 

令和 3 年に定期借地権の活用実績があったのは全国で 32 団体、うち土地の貸

付のみ行っているのが 28 団体、土地の借用のみ行っているのが 2 団体、土地の

貸付、借用ともに行っているのが 2 団体であった。 

 
表 3 令和３年 土地の貸付・借用状況（上段：団体数、下段：％） 

合計 土地の貸付のみ 土地の借用のみ 土地を貸付かつ借用 

32 28 2 2 

100.00% 87.50% 6.25% 6.25% 

  

 

２. 建物用途別の供給状況 

令和 3 年に供給された定期借地権付住宅は 100 戸、その全てが賃貸マンショ

ン・アパートであった。 
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令和 3 年の定期借地権付の施設は 45 施設が新たに供給されている。用途別に見

ると、「医療福祉」が 15 施設と多く、「小売」が 8、「オフィス」8、「工場等」4、

「庁舎」1、「その他」9（うち無回答 7）となっている。 

 

注:平成２１年以前は内訳が特定できないため、合計値のみ表示。平成２０年と２１年は貸付件数のみで、借用件数は含まない。 

 

３. 地域別の供給状況 

令和 3年において、定期借地権付住宅では、賃貸マンション・アパートが首都

圏で 24 戸、中部圏は無く、近畿圏で 41 戸、その他地域で 35戸供給されている。 

施設（45 施設）については、首都圏が 14施設、中部圏が 4施設、近畿圏では

8施設となっている。その他の地域では 19 施設が供給されている。 
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４. 借地権の種類 

令和 3 年において、定期借地権付住宅は、一般定期借地権 3 販売単位となっ

ている。定期借地権付施設の 45 プロジェクトは、一般定期借地権が 11 プロジ

ェクト、事業用定期借地権が 34 プロジェクトとなっており、事業用定期借地権

が圧倒的に多い。 

 

 

 

 

 

５. 借地期間 

定期借地権付住宅は全て賃貸マンション・アパートとなっており土地貸付の

場合は、平均借地期間は 50 年 6 ヶ月（最長 51 年 0 ヶ月）、土地借用の場合は借

地期間 52 年 0 ヶ月（1 販売単位）。 

定期借地権付施設の場合、土地貸付の場合は、事業用定期借地権の平均借地期

間は 18 年 5 ヶ月（最長 35 年 0 ヶ月）、建物譲渡特約付定期借地権は事例が無

く、一般定期借地権では 51 年 1 ヶ月（最長 53 年 6 ヶ月）となっている。土地

借用の場合は、事業用定期借地権は 20 年 10 ヶ月（最長 30 年 6 ヶ月）、建物譲

渡特約付定期借地権は事例が無く、一般定期借地権は 52 年 0 ヶ月（1 施設）と

なっている。 
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Ⅲ 調査結果 

 

 １．定期借地権付住宅・施設の供給状況 

 （１）住宅の供給状況 

 表４ 年次別の住宅供給状況（戸） 

  合計 
持家 

賃貸 
一戸建て 分譲マンション 

合 計 25,270 100.0% 12,455 49.3% 2,260 8.9% 10,555 41.8% 

平成 5年 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 

平成 6年 300 100.0% 300 100.0% 0 0.0% 0 0.0% 

平成 7年 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 

平成 8年 119 100.0% 70 58.8% 0 0.0% 49 41.2% 

平成 9年 237 100.0% 173 73.0% 40 16.9% 24 10.1% 

平成 10 年 863 100.0% 606 70.2% 212 24.6% 45 5.2% 

平成 11 年 1,837 100.0% 1,310 71.3% 392 21.3% 135 7.3% 

平成 12 年 2,296 100.0% 1,931 84.1% 292 12.7% 73 3.2% 

平成 13 年 1,824 100.0% 1,632 89.5% 192 10.5% 0 0.0% 

平成 14 年 2,095 100.0% 1,996 95.3% 53 2.5% 46 2.2% 

平成 15 年 1,657 100.0% 1,528 92.2% 129 7.8% 0 0.0% 

平成 16 年 1,189 100.0% 629 52.9% 303 25.5% 257 21.6% 

平成 17 年 1,562 100.0% 371 23.8% 52 3.3% 1,139 72.9% 

平成 18 年 721 100.0% 174 24.1% 0 0.0% 547 75.9% 

平成 19 年 2,610 100.0% 286 11.0% 0 0.0% 2,324 89.0% 

平成 20 年 3,622 100.0% 7 0.2% 235 6.5% 3,380 93.3% 

平成 21 年 812 100.0% 290 35.7% 39 4.8% 483 59.5% 

平成 22 年 563 100.0% 272 48.3% 0 0.0% 291 51.7% 

平成 23 年 66 100.0% 66 100.0% 0 0.0% 0 0.0% 

平成 24 年 176 100.0% 92 52.3% 0 0.0% 84 47.7% 

平成 25 年 583 100.0% 368 63.1% 0 0.0% 215 36.9% 

平成 26 年 292 100.0% 154 52.7% 0 0.0% 138 47.3% 

平成 27 年 183 100.0% 34 18.6% 78 42.6% 71 38.8% 

平成 28 年 33 100.0% 1 3.0% 0 0.0% 32 97.0% 

平成 29 年 126 100.0% 34 27.0% 0 0.0% 92 73.0% 

平成 30 年 630 100.0% 65 10.3% 162 25.7% 403 64.0% 

令和元年 206 100.0% 29 14.1% 0 0.0% 177 85.9% 

令和 2年 568 100.0% 37 6.5% 81 14.3% 450 79.2% 

令和 3年 100 100.0% 0 0.0% 0 0.0% 100 100.0% 

注：アンケート調査のため、実際に回答した団体は年により異なる 
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 表 5 地域別の住宅供給量（上段：販売単位数、下段：％）    (件) 

    住宅 

   合計 一戸建て 分譲マンション 
賃貸マンション 

アパート 

全体 
3 0 0 3 

100.0% 0.0% 0.0% 100.0% 

三
大
都
市
圏 

首都圏 
1 0 0 1 

100.0% 0.0% 0.0% 100.0% 

中部圏 
0 0 0 0 

- - - - 

近畿圏 
1 0 0 1 

100.0% 0.0% 0.0% 100.0% 

その他の地域 
1 0 0 1 

100.0% 0.0% 0.0% 100.0% 

注：土地を貸付けている場合と借用している場合の合計  

   

 

 表 6 地域別の住宅供給量（上段：戸数、下段：％）       (戸) 

    住宅 

   合計 一戸建て 分譲マンション 
賃貸マンション 

アパート 

全体 
100 0 0 100 

100.0% 0.0% 0.0% 100.0% 

三
大
都
市
圏 

首都圏 
24 0 0 24 

100.0% 0.0% 0.0% 100.0% 

中部圏 
0 0 0 0 

- - - - 

近畿圏 
41 0 0 41 

100.0% 0.0% 0.0% 100.0% 

その他の地域 
35 0 0 35 

100.0% 0.0% 0.0% 100.0% 

注：土地を貸付けている場合と借用している場合の合計 
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 （２）住宅以外の供給状況 

 表 7 住宅以外の施設の供給状況（上段：施設数、下段：％） 

  合 計 

平成 

16 年 

まで 

平成 

17 年 

平成 

18 年 

平成 

19 年 

平成 

20 年 

平成 

21 年 

平成 

22 年 

平成 

23 年 

平成 

24 年 

全 体 2,276 425 115 117 181 148 107 55 55 109 

  100% 18.7% 5.1% 5.1% 8.0% 6.5% 4.7% 2.4% 2.4% 4.8% 
           

 平成 

25 年 

平成 

26 年 

平成 

27 年 

平成 

28 年 

平成 

29 年 

平成 

30 年 

令和 

元年 

令和 

２年 

令和 

３年 

供給 

時期 

不明 
 95 122 99 127 141 125 110 95 45 5 

 4.2% 5.4% 4.3% 5.6% 6.2% 5.5% 4.8% 4.2% 2.0% 0.2% 

注：平成２０年と２１年は貸付件数のみ。借受件数は含まない。 

 

 表 8 地域別供給量（上段：プロジェクト数、下段：％） 

全体 
45  

100.0%  

三
大
都
市
圏 

首都圏 
14  

31.1%  

中部圏 
4  

8.9%  

近畿圏 
8  

17.8%  

その他の地域 
19  

42.2%  

注：土地を貸付けている場合と借用している場合の合計 

 

 表 9 地域別供給量（上段：施設数、下段：％） 

全体 
45  

100.0%  

三
大
都
市
圏 

首都圏 
14  

31.1%  

中部圏 
4  

8.9%  

近畿圏 
8  

17.8%  

その他の地域 
19  

42.2%  

注：土地を貸付けている場合と借用している場合の合計 
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２．定期借地権付住宅の供給実態 

 （１）一戸建て 

   今回のアンケート調査では、令和 3 年中に定期借地権を活用して一戸建を供給

した、という回答はなかった。 

 

  

 

 （２）分譲マンション 

今回のアンケート調査では、令和 3 年中に定期借地権を活用して分譲マンシ

ョンを供給した、という回答はなかった。 

 

 

 

（３）賃貸マンション・アパート 

  （３）－１ 賃貸マンション・アパート（土地を貸している場合） 

 ①借地権の種類 

 表 10 借地権の種類 （上段：販売単位数、下段：％） 

 

合 計 
一般定期

借地権 

建物譲渡

特約付借

地権 

無回答 

令和 3 年 
2 2 0 0 

  100.0% 0.0%   

注：下段の％は無回答を除いた数値である。 

 

 ②敷地面積 

 表 11 敷地面積 （上段：販売単位数、下段：％） 

 
合 計 

1000 ㎡ 

未満 

1000～3000 

㎡未満 

3000～5000 

㎡未満 
5000 ㎡以上 無回答 

平均 

(㎡) 

令和 3 年 
2 1 1 0 0 0 

1354.0 
  50.0% 50.0% 0.0% 0.0%   

注：下段の％は無回答を除いた数値である。 

 

 ③専用面積 

 表 12 専用面積（上段：販売単位数、下段：％） 

 
合 計 40 ㎡未満 

40～50 ㎡ 

未満 

50～55 ㎡ 

未満 

55～60 ㎡ 

未満 

60～70 ㎡ 

未満 
70 ㎡以上 無回答 

平均 

（㎡） 

令和 3 年 
2 2 0 0 0 0 0 0 30.1 

  100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%     

注：下段の％は無回答を除いた数値である。 
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 ④借地期間 

 表 13 借地期間（上段：販売単位数、下段：％） 

 
合 計 50 年未満 50 年 

50 年超 

60 年未満 
60 年以上 無回答 平均 最長 

令和 3 年 
2 0 1 1 0 0 50 年 6 ヶ月 51 年 

  0.0% 50.0% 50.0% 0.0%       

注：下段の％は無回答を除いた数値である。 

 

 ⑤一時金 

 表 14 一時金の種類（上段：販売単位数、下段：％） 

 合 計 保証金 その他一時金 一時金なし 無回答 

令和 3 年 
2 1 0 1 0 

  50.0% 0.0% 50.0%   

注：下段の％は無回答を除いた数値である。 

 

 ⑥地代 

 表 15 一戸当たり月額地代の分布（上段：販売単位数、下段：％） 

  合 計 
5,000 円 

未満 

5,000 ～ 

10,000 円 

未満 

10,000～ 

15,000 円 

未満 

15,000～ 

20,000 円 

未満 

20,000～ 

25,000 円 

未満 

25,000 円 

以上 
無回答 

平均 

（円/月） 

累計 
77 14 9 7 3 3 10 31 18,691 
 

30.4% 19.6% 15.2% 6.5% 6.5% 21.7% 

  

令和 3 年 
2 0 1 1 0 0 0 0 10,728 
 

0.0% 50.0% 50.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

  

注：下段の％は無回答を除いた数値である。 

 

 ⑦家賃 

 表 16 一戸当たり家賃（上段：販売単位数、下段：％） 

  合 計 
50,000 円 

未満 

50,000～ 

100,000 円 

未満 

100,000～ 

150,000 円 

未満 

150,000～ 

200,000 円 

未満 

200,000 円 

以上 
無回答 

累計 
72 7 11 8 5 1 40  

21.9% 34.4% 25.0% 15.6% 3.1% 
 

令和 3 年 
2 0 1 0 0 0 1 

  0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0%   

注：下段の％は無回答を除いた数値である。 

 

 ⑧共益費 

 表 17 一戸当たり共益費（上段：販売単位数、下段：％） 

  合 計 
2,500 円 

未満 

2,500～ 

5,000 円 

未満 

5,000～ 

7,500 円 

未満 

7,500～ 

10,000 円 

未満 

10,000 円 

以上 
無回答 

累計 
73 7 5 5 3 7 46 

  25.9% 18.5% 18.5% 11.1% 25.9%   

令和 3 年 
2 0 0 1 0 0 1 

  0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0%   

注：下段の％は無回答を除いた数値である。 
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  （３）－２ 賃貸マンション・アパート（土地を借用している場合） 

 ①借地権の種類 

 表 18 借地権の種類 （上段：販売単位数、下段：％） 

 

合 計 
一般定期

借地権 

建物譲渡

特約付借

地権 

無回答 

令和 3 年 
1 1 0 0 

  100.0% 0.0%   

注：下段の％は無回答を除いた数値である。 

 

 ②敷地面積 

 表 19 敷地面積 （上段：販売単位数、下段：％） 

 
合 計 

1000 ㎡ 

未満 

1000～3000 

㎡未満 

3000～5000 

㎡未満 
5000 ㎡以上 無回答 

平均 

(㎡) 

令和 3 年 
1 0 1 0 0 0 

1102.9 
  0.0% 100.0% 0.0% 0.0%   

注：下段の％は無回答を除いた数値である。 

 

 ③専用面積 

 表 20 専用面積（上段：販売単位数、下段：％） 

 
合 計 40 ㎡未満 

40～50 ㎡ 

未満 

50～55 ㎡ 

未満 

55～60 ㎡ 

未満 

60～70 ㎡ 

未満 
70 ㎡以上 無回答 

平均 

（㎡） 

令和 3 年 
1 1 0 0 0 0 0 0 28.0 

  100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%     

注：下段の％は無回答を除いた数値である。 

 

 ④借地期間 

 表 21 借地期間（上段：販売単位数、下段：％） 

 
合 計 50 年未満 50 年 

50 年超 

60 年未満 
60 年以上 無回答 平均 最長 

令和 3 年 
1 0 0 1 0 0 52 年 0 ヶ月 52 年 0 ヶ月 

  0.0% 0.0% 100.0% 0.0%       

注：下段の％は無回答を除いた数値である。 

 

 ⑤一時金 

 表 22 一時金の種類（上段：販売単位数、下段：％） 

 合 計 保証金 その他一時金 一時金なし 無回答 

令和 3 年 
1 1 0 0 0 

  100.0% 0.0% 0.0%   

注：下段の％は無回答を除いた数値である。 
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 ⑥地代 

 表 23 一戸当たり月額地代の分布（上段：販売単位数、下段：％） 

  合 計 
5,000 円 

未満 

5,000 ～ 

10,000 円 

未満 

10,000～ 

15,000 円 

未満 

15,000～ 

20,000 円 

未満 

20,000～ 

25,000 円 

未満 

25,000 円 

以上 
無回答 

平均 

（円/月） 

累計 
8 3 0 0 0 0 1 4 11,021 

  75.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 25.0%     

令和 3 年 
1 0 0 0 0 0 1 0 32,500 

  0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0%     

注：下段の％は無回答を除いた数値である。 

 

 ⑦家賃 

 表 24 一戸当たり家賃（上段：販売単位数、下段：％） 

  合 計 
50,000 円 

未満 

50,000～ 

100,000 円 

未満 

100,000～ 

150,000 円 

未満 

150,000～ 

200,000 円 

未満 

200,000 円 

以上 
無回答 

累計 
8 2 0 0 0 0 6 

  100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%   

令和 3 年 
1 0 0 0 0 0 1 

  0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%   

注：下段の％は無回答を除いた数値である。 

 

 ⑧共益費 

 表 25 一戸当たり共益費（上段：販売単位数、下段：％） 

  合 計 
2,500 円 

未満 

2,500～ 

5,000 円 

未満 

5,000～ 

7,500 円 

未満 

7,500～ 

10,000 円 

未満 

10,000 円 

以上 
無回答 

累計 
8 2 0 0 0 0 6 

  100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%   

令和 3 年 
1 0 0 0 0 0 1 

  0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%   

注：下段の％は無回答を除いた数値である。 
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 ３．定期借地権付施設の供給実態 

 （１）土地を貸している場合 

 ①用途別プロジェクト数及び施設数 

 表 26 用途別プロジェクト数及び施設数 （上段：プロジェクト数・施設数、下段：％） 

  

  
合計 工場 オフィス 小売 飲食 医療福祉 教育 庁舎 その他 無回答 

プロジェクト数 
42 4 7 7 0 14 0 1 2 7 

  11.4% 20.0% 20.0% 0.0% 40.0% 0.0% 2.9% 5.7%   

施設数 
42 4 7 7 0 14 0 1 2 7 

  11.4% 20.0% 20.0% 0.0% 40.0% 0.0% 2.9% 5.7%   

注：下段の％は無回答を除いた数値である。   

 

 ②借地権の種類 

 表 27 借地権の種類 （上段：プロジェクト数、下段：％） 

  合 計 工場 オフィス 小売 飲食 医療福祉 教育 庁舎 その他 無回答 

合計 
42 4 7 7 0 14 0 1 2 7 

                    

一般 

定期借地権 

10 0 1 0 0 8 0 0 1 0 

23.8% 0.0% 14.3% 0.0% 0.0% 57.1% 0.0% 0.0% 50.0% 0.0% 

建物譲渡特約付

借地権 

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

事業用 

定期借地権 

32 4 6 7 0 6 0 1 1 7 

76.2% 100.0% 85.7% 100.0% 0.0% 42.9% 0.0% 100.0% 50.0% 100.0% 

無回答 
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
    

  

     

注：下段の％は無回答を除いた数値である。 
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 （参考） 各用途の詳細（括弧内は施設毎の床面積、単位は㎡） 

工場 

(工場、倉庫等） 

工場（87、1248、29448、面積不明 1件） 

オフィス 

（オフィス・事務所等） 

事務所等（16、314、331、1774）、事務所及び倉庫(273)、事務所兼飲食店（298）、

郵便局（126） 

小売 

（卸売・小売業関連施設） 

商業施設等（624、2960、3096、23803）、コンビニエンスストア(222)、書店（911）、貸

店舗（1137） 

飲食 

（飲食店、宿泊業関連施設） 

  

医療福祉 

（医療福祉関連施設） 

○保育園・保育所等：保育園等(637、775、870、894、982、面積不明 1件) 

○医療施設等：医療施設（96、16776) 

○高齢者用施設等：高齢者福祉施設等(10965） 

○福祉施設等：福祉施設(3018、3940)、障害者施設等（1034、1536、1611） 

教育 

（教育、学習関連施設） 

  

庁舎（庁舎等公共公益施設） 会館（818） 

その他 健康増進施設（27940）、複合施設（1586） 

無回答 用途無回答(面積不明 7 件） 

 

 ③事業の方式 

 表 28 事業の方式 （上段：プロジェクト数、下段：％） 

  合 計 工場 オフィス 小売 飲食 医療福祉 教育 庁舎 その他 無回答 

合計 
42 4 7 7 0 14 0 1 2 7 

                    

代理 
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%   

転売 
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%   

転貸 
1 0 0 0 0 1 0 0 0 0 

2.4% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 7.1% 0.0% 0.0% 0.0%   

直営 
41 4 7 7 0 13 0 1 2 7 

97.6% 100.0% 100.0% 100.0% 0.0% 92.9% 0.0% 100.0% 100.0%   

その他 
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%   

無回答 
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

                    

注：下段の％は無回答を除いた数値である。 
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 ④敷地面積 

 表 29 敷地面積 （上段：プロジェクト数、下段：％） 

  合 計 工場 オフィス 小売 飲食 医療福祉 教育 庁舎 その他 無回答 

合計 42 4 7 7 0 14 0 1 2 7 
          

500 ㎡未満 
7 0 3 0 0 3 0 1 0 0 

20.0% 0.0% 42.9% 0.0% 0.0% 21.4% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 

500～ 
1000 ㎡未満 

2 0 0 1 0 1 0 0 0 0 

5.7% 0.0% 0.0% 14.3% 0.0% 7.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

1000～ 
3000 ㎡未満 

13 2 2 2 0 6 0 0 1 0 

37.1% 50.0% 28.6% 28.6% 0.0% 42.9% 0.0% 0.0% 50.0% 0.0% 

3000～ 

5000 ㎡未満 

6 1 1 2 0 2 0 0 0 0 

17.1% 25.0% 14.3% 28.6% 0.0% 14.3% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

5000～ 
10000 ㎡未満 

3 0 1 0 0 2 0 0 0 0 

8.6% 0.0% 14.3% 0.0% 0.0% 14.3% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

10000～ 
15000 ㎡未満 

1 0 0 1 0 0 0 0 0 0 

2.9% 0.0% 0.0% 14.3% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

15000～ 

30000 ㎡未満 

1 0 0 0 0 0 0 0 1 0 

2.9% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 50.0% 0.0% 

30000 ㎡以上 
2 1 0 1 0 0 0 0 0 0 

5.7% 25.0% 0.0% 14.3% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

無回答 
7 0 0 0 0 0 0 0 0 7 

          

平均(㎡) 5,518.2 15,666.6 2,227.6 7,751.5 - 2,530.7 - 433.0 6,858.6 - 

注：下段の％は無回答を除いた数値である。 

 

 ⑤延床面積 

 表 30 延床面積 （上段：プロジェクト数、下段：％） 

  合 計 工場 オフィス 小売 飲食 医療福祉 教育 庁舎 その他 無回答 

合計 
42 4 7 7 0 14 0 1 2 7           

500 ㎡未満 
9 1 6 1 0 1 0 0 0 0 

27.3% 33.3% 85.7% 14.3% 0.0% 7.7% 0.0% 0.0% 0.0%   

500～ 
1000 ㎡未満 

8 0 0 2 0 5 0 1 0 0 

24.2% 0.0% 0.0% 28.6% 0.0% 38.5% 0.0% 100.0% 0.0%   

1000～ 
3000 ㎡未満 

8 1 1 2 0 3 0 0 1 0 

24.2% 33.3% 14.3% 28.6% 0.0% 23.1% 0.0% 0.0% 50.0%   

3000～ 

5000 ㎡未満 

3 0 0 1 0 2 0 0 0 0 

9.1% 0.0% 0.0% 14.3% 0.0% 15.4% 0.0% 0.0% 0.0%   

5000～ 
10000 ㎡未満 

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%   

10000 ㎡以上 
5 1 0 1 0 2 0 0 1 0 

15.2% 33.3% 0.0% 14.3% 0.0% 15.4% 0.0% 0.0% 50.0%   

無回答 
9 1 0 0 0 1 0 0 0 7           

平均(㎡) 
4,271.1  10,261.0 447.5 4,793.1 - 3,318.0 - 817.7 14,763.3 -           

注：下段の％は無回答を除いた数値である。 
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 ⑥借地期間 

 表 31 借地期間 （上段：プロジェクト数、下段：％） 

  合 計 工場 オフィス 小売 飲食 医療福祉 教育 庁舎 その他 無回答 

合計 
42 4 7 7 0 14 0 1 2 7           

10 年 
4 1 2 0 0 1 0 0 0 0 

11.4% 25.0% 28.6% 0.0% 0.0% 7.1% 0.0% 0.0% 0.0%   

10 年超 20 年未満 
2 0 1 0 0 1 0 0 0 0 

5.7% 0.0% 14.3% 0.0% 0.0% 7.1% 0.0% 0.0% 0.0%   

20 年 
6 1 1 3 0 0 0 1 0 0 

17.1% 25.0% 1.0% 42.9% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0%   

20 年超 30 年未満 
3 1 1 0 0 1 0 0 0 0 

8.6% 25.0% 14.3% 0.0% 0.0% 7.1% 0.0% 0.0% 0.0%   

30 年 
8 1 0 3 0 3 0 0 1 0 

22.9% 25.0% 0.0% 42.9% 0.0% 21.4% 0.0% 0.0% 50.0%   

30 年超 50 年未満 
2 0 1 1 0 0 0 0 0 0 

5.7% 0.0% 14.3% 14.3% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%   

50 年以上 
10 0 1 0 0 8 0 0 1 0 

28.6% 0.0% 14.3% 0.0% 0.0% 57.1% 0.0% 0.0% 50.0%   

無回答 
7 0 0 0 0 0 0 0 0 7           

注：下段の％は無回答を除いた数値である。 

 

 表 32 借地期間 （上段：プロジェクト数、下段：％） 

  合 計 
一般定期 
借地権 

建物譲渡特

約付借地権 

事業用定
期借地権 

無回答 

合計 42 10 0 32 0 

10 年 
          

4 0 0 4 0 

10 年超 20 年未満 
11.4% 0.0% 0.0% 16.0%   

2 0 0 2 0 

20 年 
5.7% 0.0% 0.0% 8.0%   

6 0 0 6 0 

20 年超 30 年未満 
17.1% 0.0% 0.0% 24.0%   

3 0 0 3 0 

30 年 
8.6% 0.0% 0.0% 12.0%   

8 0 0 8 0 

30 年超 50 年未満 
22.9% 0.0% 0.0% 32.0%   

2 0 0 2 0 

50 年以上 
5.7% 0.0% 0.0% 8.0%   

10 10 0 0 0 

無回答 7 0 0 7 0 

平均 31 年 8 ヶ月 51 年 9 ヶ月 - 23 年 7 ヶ月 - 

最長 53 年 6 ヶ月 53 年 6 ヶ月 - 35 年 0 ヶ月 - 

注：下段の％は無回答を除いた数値である。 
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 ⑦一時金 

 表 33 一時金 （上段：プロジェクト数、下段：％） 

  合 計 工場 オフィス 小売 飲食 医療福祉 教育 庁舎 その他 無回答 

合計 42 4 7 7 0 14 0 1 2 7 

保証金（敷金） 
20 3 5 6 0 4 0 0 2 0 

47.6% 75.0% 71.4% 85.7% 0.0% 28.6% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 

保証金 

＋その他一時金 

1 0 0 0 0 1 0 0 0 0 

2.4% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 7.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

その他一時金 
4 0 0 0 0 4 0 0 0 0 

9.5% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 28.6% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

一時金無し 
17 1 2 1 0 5 0 1 0 7 

40.5% 25.0% 28.6% 14.3% 0.0% 35.7% 0.0% 100.0% 0.0% 100.0% 

無回答 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

 

 

 表 34 土地の価格別保証金 （上段：プロジェクト数、下段：％） 

      保証金 

土地の価格＠ 
合 計 

500 万円 

未満 

500～ 

1000 万円 

未満 

1000～ 

3000 万円 

未満 

3000～ 

5000 万円 

未満 

5000～ 

10000 万円 

未満 

10000 万円 

以上 
無回答 

平均 

（万円） 

合計 
42 30 3 1 1 2 2 3 

1,692.8 
  76.9% 7.7% 2.6% 2.6% 5.1% 5.1%   

1 万円未満 
7 5 0 0 0 0 0 2 

－ 
  100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%   

1 万円～ 

3 万円未満 

4 4     0 0 0 0 
－ 

  100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%   

3 万円～ 

5 万円未満 

2 2   0 0 0 0 0 
－ 

  100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%   

5 万円～ 

10 万円未満 

2 0 1 0 0 1 0 0 
－ 

  0.0% 50.0% 0.0% 0.0% 50.0% 0.0%   

10 万円～ 

20 万円未満 

5 3 1 0 0 0 1 0 
－ 

  60.0% 20.0% 0.0% 0.0% 0.0% 20.0%   

20 万円～ 

50 万円 

8 4 1 1 1 1 0 0 
－ 

  50.0% 12.5% 12.5% 12.5% 12.5% 0.0%   

50 万円以上 
3 2 0 0 0 0 1 0 

－ 
  66.7% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 33.3%   

無回答 11 10 0 0 0 0 0 1 － 

注：下段の％は無回答を除いた数値である。 

注：土地の価格＠は〔実勢価格又は相続税路線価・固定資産税評価額より推計した相当価格〕万円/㎡ 
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 表 35 保証金 （上段：プロジェクト数、下段：％） 

  合 計 工場 オフィス 小売 飲食 医療福祉 教育 庁舎 その他 無回答 

合計 
42 4 7 7 0 14 0 1 2 7 

                    

500 万円未満 
30 2 5 3 0 11 0 1 1 7 

76.9% 66.7% 83.3% 50.0% 0.0% 78.6% 0.0% 100.0% 50.0% 100.0% 

500～ 

1000 万円未満 

3 0 1 1 0 0 0 0 1 0 

7.7% 0.0% 16.7% 16.7% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 50.0% 0.0% 

1000 万円～ 

3000 万円未満 

1 0 0 0 0 1 0 0 0 0 

2.6% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 7.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

3000 万円～ 

5000 万円未満 

1 0 0 1 0 0 0 0 0 0 

2.6% 0.0% 0.0% 16.7% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

5000 万円～

10000 万円未満 

2 1 0 0 0 1 0 0 0 0 

5.1% 33.3% 0.0% 0.0% 0.0% 7.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

10000 万円以上 
2 0 0 1 0 1 0 0 0 0 

5.1% 0.0% 0.0% 1.0% 0.0% 7.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

無回答 3 1 1 1 0 0 0 0 0 0 

平均（万円） 1,692.8  2,153.7 169.3 2,877.8 - 2,875.2 - 0.0 510.5 0.0 

注：下段の％は無回答を除いた数値である。 

 

 表 36 一時金その他（上段：プロジェクト数、下段：％） 

  合 計 工場 オフィス 小売 飲食 医療福祉 教育 庁舎 その他 無回答 

合計 
42 4 7 7 0 14 0 1 2 7 

                    

なし 
37 4 7 7 0 9 0 1 2 7 

88.1% 100.0% 100.0% 100.0% 0.0% 64.3% 0.0% 100.0% 100.0% 100.0% 

100 万円未満 
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

100～ 

200 万円未満 

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

200～ 

300 万円未満 

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

300～ 

500 万円未満 

1 0 0 0 0 1 0 0 0 0 

2.4% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 7.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

500 万円以上 
4 0 0 0 0 4 0 0 0 0 

9.5% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 28.6% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

無回答 
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

                    

平均（万円） 27,453 - - - - 27,453 - - - - 

注：下段の％は無回答を除いた数値である。 
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 ⑧地代 

 表 37 土地の価格別月額地代 （上段：プロジェクト数、下段：％） 

     月額地代 

土地の価格＠ 
合 計 

1 万円 

未満 

1～ 

10 万円 

未満 

10～ 

50 万円 

未満 

50～ 

100 万円 

未満 

100 万円 

以上 
無回答 

平均 

（万円） 

合計 
42 3 2 15 4 6 12 116.6 

  10.0% 6.7% 50.0% 13.3% 20.0%     

1 万円未満 
6 2 1 1 0 0 2 

－ 
  50.0% 25.0% 25.0% 0.0% 0.0%   

1 万円～ 

3 万円未満 

5 1 1 2 0 0 1 
－ 

  25.0% 25.0% 50.0% 0.0% 0.0%   

3 万円～ 

5 万円未満 

2 0 0 2 0 0 0 
－ 

  0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0%   

5 万円～ 

10 万円未満 

2 0 0 0 1 1 0 
－ 

  0.0% 0.0% 0.0% 50.0% 50.0%   

10 万円～ 

20 万円未満 

5 0 0 3 1 1 0 
－ 

  0.0% 0.0% 60.0% 20.0% 20.0%   

20 万円～ 

50 万円 

8 0 0 4 1 2 1 
－ 

  0.0% 0.0% 57.1% 14.3% 28.6%   

50 万円以上 
3 0 0 1 1 1 0 － 

 

 

0.0% 0.0% 33.3% 33.3% 33.3% 

 

無回答 11 0 0 2 0 1 8 － 

注：下段の％は無回答を除いた数値である。 

注：土地の価格＠は〔実勢価格又は相続税路線価・固定資産税評価額より推計した相当価格〕万円/㎡ 

 

 表 38 月額地代 （上段：プロジェクト数、下段：％） 

  合 計 工場 オフィス 小売 飲食 医療福祉 教育 庁舎 その他 無回答 

合計 
42 4 7 7 0 14 0 1 2 7 

                    

1 万円未満 
3 1 1 0 0 1 0 0 0 0 

10.0% 33.3% 20.0% 0.0% 0.0% 7.1% 0.0% 0.0% 0.0%   

1～10 万円未満 
2 1 1 0 0 0 0 0 0 0 

6.7% 33.3% 20.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%   

10 万円～ 

50 万円未満 

15 0 2 3 0 8 0 0 2 0 

50.0% 0.0% 40.0% 50.0% 0.0% 57.1% 0.0% 0.0% 100.0%   

50 万円～ 

100 万円未満 

4 0 1 1 0 2 0 0 0 0 

13.3% 0.0% 20.0% 16.7% 0.0% 14.3% 0.0% 0.0% 0.0%   

100 万円以上 
6 1 0 2 0 3 0 0 0 0 

20.0% 33.3% 0.0% 33.3% 0.0% 21.4% 0.0% 0.0% 0.0%   

無回答 
12 1 2 1 0 0 0 1 0 7 

                    

平均（万円） 116.6  63.0 19.3 230.9 - 124.4 - - 42.5 - 

注：下段の％は無回答を除いた数値である。 
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 表 39 土地の価格別 100 ㎡当たりの月額地代（上段：プロジェクト数、下段：％） 

     月額地代 

土地の価格＠ 
合 計 

5,000 円 

未満 

5,000 ～ 

10,000 円 

未満 

10,000～ 

15,000 円 

未満 

15,000～ 

20,000 円 

未満 

20,000～ 

25,000 円 

未満 

25,000 円 

以上 
無回答 

平均 

（円/月） 

全体 
42 10 1 3 4 0 12 12 

28,608.6  
  33.3% 3.3% 10.0% 13.3% 0.0% 40.0%   

1 万円未満 
6 4 0 0 0 0 0 2 

－ 
  100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%   

1 万円～ 

3 万円未満 

5 4 0 0 0 0 0 1 
－ 

  100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%   

3 万円～ 

5 万円未満 

2 0 0 2 0 0 0 0 
－ 

  0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0%   

5 万円～ 

10 万円未満 

2 0 0 0 1 0 1 0 
－ 

  0.0% 0.0% 0.0% 50.0% 0.0% 50.0%   

10 万円～ 

20 万円未満 

5 0 1 1 0 0 3 0 
－ 

  0.0% 20.0% 20.0% 0.0% 0.0% 60.0%   

20 万円～ 

50 万円未満 

8 0 0 0 3 0 4 1 
－ 

  0.0% 0.0% 0.0% 42.9% 0.0% 57.1%   

50 万円以上 
3 1 0 0 0 0 2 0 

－ 
  33.3% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 66.7%   

無回答 11 1 0 0 0 0 2 8 － 

注：下段の％は無回答を除いた数値である。 

注：土地の価格＠は〔実勢価格又は相続税路線価・固定資産税評価額より推計した相当価格〕万円/㎡ 

 

 表 40 100 ㎡当たりの月額地代（上段：プロジェクト数、下段：％） 

  合 計 工場 オフィス 小売 飲食 医療福祉 教育 庁舎 その他 無回答 

合計 42 4 7 7 0 14 0 1 2 7 

5,000 円未満 
10 2 3 0 0 4 0 0 1 0 

33.3% 66.7% 60.0% 0.0% 0.0% 28.6% 0.0% 0.0% 50.0%   

5,000 ～10,000

円未満 

1 0 0 1 0 0 0 0 0 0 

3.3% 0.0% 0.0% 16.7% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%   

10,000 ～

15,000 円未満 

3 0 0 2 0 1 0 0 0 0 

10.0% 0.0% 0.0% 33.3% 0.0% 7.1% 0.0% 0.0% 0.0%   

15,000 ～

20,000 円未満 

4 0 0 2 0 2 0 0 0 0 

13.3% 0.0% 0.0% 33.3% 0.0% 14.3% 0.0% 0.0% 0.0%   

20,000 ～

25,000 円未満 

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%   

25,000 円以上 
12 1 2 1 0 7 0 0 1 0 

40.0% 33.3% 40.0% 16.7% 0.0% 50.0% 0.0% 0.0% 50.0%   

無回答 12 1 2 1 0 0 0 1 0 7 

平均（円） 28,608.6  16,173.1 21,553.2 17,368.7 - 40,062.3 - - 18,444.1 － 

注：下段の％は無回答を除いた数値である。 
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 （２）土地を借りている場合 

 ①用途別プロジェクト数及び施設数 

 表 41 用途別プロジェクト数及び施設数 （上段：プロジェクト数、下段：％） 

  合 計 工場 オフィス 小売 飲食 医療福祉 教育 庁舎 その他 無回答 

プロジェクト数 
3 0 1 1 0 1 0 0 0 0 

  0.0% 33.3% 33.3% 0.0% 33.3% 0.0% 0.0% 0.0%   

施設数 
3 0 1 1 0 1 0 0 0 0 

  0.0% 33.3% 33.3% 0.0% 33.3% 0.0% 0.0% 0.0%   

注：下段の％は無回答を除いた数値である。 

 

 ②借地権の種類 

 表 42 借地権の種類 （上段：プロジェクト数、下段：％） 

  合 計 工場 オフィス 小売 飲食 医療福祉 教育 庁舎 その他 無回答 

合計 
3 0 1 1 0 1 0 0 0 0 
 

0.0% 33.3% 33.3% 0.0% 33.3% 0.0% 0.0% 0.0% 

 

一般定期借地権 
1 0 0 1 0 0 0 0 0 0 
 

0.0% 0.0% 33.3% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

 

建物譲渡特約付

借地権 

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
 

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

 

事業用 

定期借地権 

2 0 1 0 0 1 0 0 0 0 
 

0.0% 33.3% 0.0% 0.0% 33.3% 0.0% 0.0% 0.0% 

 

無回答 
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
          

注：下段の％は無回答を除いた数値である。 

 

 （参考） 各用途の詳細（括弧内は施設毎の床面積、単位は㎡） 

工場 

(工場、倉庫等） 
  

オフィス 

（オフィス等） 
オフィス（642) 

小売 

（卸売・小売業関連施設） 
テナント(355) 

飲食 

（飲食店、宿泊業関連施設） 
  

医療福祉 

（医療福祉関連施設） 
保育所（912) 

教育 

（教育、学習関連施設） 
 

庁舎 

（庁舎等公共公益施設） 
  

その他   
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 ③敷地面積 

 表 43 敷地面積 （上段：プロジェクト数、下段：％） 

  合 計 工場 オフィス 小売 飲食 医療福祉 教育 庁舎 その他 無回答 

合計 
3 0 1 1 0 1 0 0 0 0 

                    

500 ㎡未満 
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%   

500～ 

1000 ㎡未満 

1 0 1 0 0 0 0 0 0 0 

33.3% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%   

1000～ 

3000 ㎡未満 

2 0 0 1 0 1 0 0 0 0 

66.7% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0%   

3000～ 

5000 ㎡未満 

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%   

5000～ 

10000 ㎡未満 

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%   

10000～ 

15000 ㎡未満 

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%   

15000～ 

30000 ㎡未満 

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%   

30000 ㎡以上 
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%   

無回答 
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0           

平均(㎡) 1,079.6 - 753.4 1,102.9 - 1,382.6 - - - - 

注：下段の％は無回答を除いた数値である。 

 

 ④借地期間 

 表 44 借地期間 （上段：プロジェクト数、下段：％） 

  合計 工場 オフィス 小売 飲食 医療福祉 教育 庁舎 その他 無回答 

合計 
3 0 1 1 0 1 0 0 0 0 

                    

10 年 
1 0 1 0 0 0 0 0 0 0 

33.3% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%   

10 年超 20 年未満 
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%   

20 年 
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%   

20 年超 30 年未満 
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%   

30 年 
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%   

30 年超 50 年未満 
1 0 0 0 0 1 0 0 0 0 

33.3% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0%   

50 年以上 
1 0 0 1 0 0 0 0 0 0 

33.3% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%   

無回答 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

注：下段の％は無回答を除いた数値である。  
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表 45 借地期間 （上段：プロジェクト数、下段：％） 

  合 計 
一般定期 

借地権 

建物譲渡特

約付借地権 

事業用 

定期借地権 
無回答 

合計 
3 1 0 2 0 

          

10 年 
1 0 0 1 0 

33.3% 0.0% 0.0% 50.0%   

10 年超 20 年未満 
0 0 0 0 0 

0.0% 0.0% 0.0% 0.0%   

20 年 
0 0 0 0 0 

0.0% 0.0% 0.0% 0.0%   

20 年超 30 年未満 
0 0 0 0 0 

0.0% 0.0% 0.0% 0.0%   

30 年 
0 0 0 0 0 

0.0% 0.0% 0.0% 0.0%   

30 年超 50 年未満 
1 0 0 1 0 

33.3% 0.0% 0.0% 50.0%   

50 年以上 
1 1 0 0 0 

33.3% 100.0% 0.0% 0.0%   

無回答 
0 0 0 0 0      

平均 
30 年 0 ヶ月 52 年 0 ヶ月 - 20 年 3 ヶ月 - 

          

最長 
30 年 10 ヶ月 52 年 0 ヶ月 - 30 年 6 ヶ月 - 

          

注：下段の％は無回答を除いた数値である。 

 

 ⑤事業の方式 

 表 46 事業の方式 （上段：プロジェクト数、下段：％） 

  合計 工場 オフィス 小売 飲食 医療福祉 教育 庁舎 その他 無回答 

合計 
3 0 1 1 0 1 0 0 0 0 

                    

代理 
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%   

転売 
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%   

転貸 
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%   

直営 
3 0 1 1 0 1 0 0 0 0 

100.0% 0.0% 100.0% 100.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0%   

その他 
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%   

無回答 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

 注：下段の％は無回答を除いた数値である。 
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 ⑥一時金 

 表 47 一時金 （上段：プロジェクト数、下段：％） 

  合 計 工場 オフィス 小売 飲食 医療福祉 教育 庁舎 その他 無回答 

合計 
3 0 1 1 0 1 0 0 0 0 

                    

保証金（敷金） 
3 0 1 1 0 1 0 0 0 0 

100.0% 0.0% 100.0% 100.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0  

一時金その他 
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0  

一時金無し 
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0  

無回答 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

注：下段の％は無回答を除いた数値である。 

 

 ⑦地代 

 表 48 月額地代 （上段：プロジェクト数、下段：％） 

  合 計 工場 オフィス 小売 飲食 医療福祉 教育 庁舎 その他 無回答 

合計 
3 0 1 1 0 1 0 0 0 0 

                    

1 万円未満 
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%   

1～ 
10 万円未満 

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%   

10 万円～ 
50 万円未満 

1 0 1 0 0 0 0 0 0 0 

50.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%   

50 万円～ 

100 万円未満 

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%   

100 万円以上 
1 0 0 0 0 1 0 0 0 0 

50.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0%   

無回答 1 0 0 1 0 0 0 0 0 0 

平均（万円） 71.8  - 18.5  - - 125.0  - - - - 

注：下段の％は無回答を除いた数値である。 

 

 表 49 100 ㎡当たりの月額地代（上段：プロジェクト数、下段：％） 

  合 計 工場 オフィス 小売 飲食 医療福祉 教育 庁舎 その他 無回答 

合計 3 0 1 1 0 1 0 0 0 0 

5,000 円未満 
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0 

5,000 ～ 
10,000 円未満 

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0 

10,000 ～

15,000 円未満 

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0 

15,000 ～
20,000 円未満 

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0 

20,000 ～
25,000 円未満 

1 0 1 0 0 0 0 0 0 0 

50.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0 

25,000 円以上 
1 0 0 0 0 1 0 0 0 0 

50.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0 

無回答 1 0 0 1 0 0 0 0 0 0 

平均（円） 57,482.4  - 24,556.0  - - 90,408.7  - - - - 

注：下段の％は無回答を除いた数値である。  
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Ⅳ 参考資料（調査票） 
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